


■いすみ市の農業の概要
基礎データ

田耕地面積 2,940ha 畑耕地面積 582ha 林野面積 6,659ha

農業産出額
米

208千万円
農業産出額
野菜

55千万円
農業産出額
果実

52千万円

経営体数・
作付面積
水稲

961経営体
1,728ha

経営体数・
作付面積
野菜

164経営体
25ha

経営体数・
作付面積
日本なし

66経営体
37ha

農業データ 2015年農林業センサス

位置 北緯35度 東経140度

面積 157.5㎢ 人口
2010 2018

40,962 →  38,787

合計特殊
出生率

2010    2016

1.36％ →  1.30％
（1.39％） （1.44％）

高齢化率
2010     2016

33.2％ →  37.5％
（23.0％） （27.3％）

夷隅川に由来する肥沃な土壌と豊富な水資源を活かした良質米づくりが主。
温暖な気候を活かした小規模点在型の野菜づくりと果樹(なし)栽培。



水稲の有機栽培推進
について



■学校給食米の全てを有機米に



フランス
フランスは2022年までに、給食食材のオーガニック(有機)比率を50パーセントにすることを法律で定

める。現在、フランスの学校給食のオーガニック率は、全国平均3パーセント。南仏のムアン・サル
トゥー市ではオーガニック率100パーセントを実現している。

サステナブル・ブランド ジャパン2017.12.04より抜粋

■世界の給食、オーガニックへ 公的調達による支援

イタリア
イタリアの有機農産物卸売業者の卸先内訳にあるように、学校給食向けは売上げの26％を占めて

おり、重要な販売先の一つとなっている。学校給食への取り組みは州によって大きな違いがあり、導
入が最も盛んなエミリア・ロマーニャ州は、州法によって2 歳までの保育園児の給食は100％有機にす

ると規定している。

「イタリアの有機農産物の現状調査」JETRO2009年3月より抜粋

韓国
2021年からソウルのすべての⼩・中・高校で「オーガニック無償給食」が全面施行される。市はまず

来年から高等学校のオーガニック食材使用の割合も現在の30％からオーガニック学校給食水準であ
る70％まで引き上げる。市は、オーガニック無償給食がすべての小・中・高1302校に拡大施行されれば、
人件費と管理費を含めて年間約7000億ウォン(約700億円)の予算がかかると見ている。

ハンギョレ新聞2018.10.29より抜粋



■夷隅川でつながる里山・里海地帯

里海エリア
社会生態学的生産シースケープ
(Socio-ecological production 

landscapes and seascapes:SELPs)

沿岸漁業を基盤とする地域

ミヤコタナゴ(絶滅危惧種IA類)

Tokyo Bitterling(endangered IA, IUCN)

里山エリア
社会生態学的生産ランドスケープ
(Socio-ecological production 

landscapes and seascapes:SELPs)

水田農業を基盤とする地域




